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第１章 研究の背景と目的 

1.1 家事分担のジェンダー不平等 

現在、世界的にジェンダー平等に向けた取り組みが行われているが、家庭でのジェン

ダー平等は、いまだ充分に進んでいるとはいえない。女性の就業は増えつつあるが、それ

に対応するほど男性の家事参加が進まず、家事分担が平等化していないことが問題とされ

ている。 

 

1.2 男性の家事参加の規定要因に関する既存研究の到達点と課題 

1980 年代後半以降、家事参加の個人レベルの規定要因として「相対的資源」（relative 

resources）仮説、「時間的余裕」（ time availability）仮説、「ジェンダー・イデオロ

ギー（性役割分業意識）」（gender ideology）仮説の３つが研究されてきた。 

1994 年に ISSP（International Social Survey Programme）が実施した国際比較調

査などにより、国の社会的・文化的・経済的・政治的な文脈がこれらの個人レベルの要因

に対する効果についてのマルチレベルモデルによる国際比較研究が行われている。マクロ

（社会を単位とする、主に国）レベルのジェンダー平等度の指標である GEM（Gender 

Empowerment measurement）と個人レベルの要因の「相対的収入」「時間的余裕」

「ジェンダー・イデオロギー」の交互作用効果が研究されてきた。65 歳以下などの現役

世代についての研究では、家事分担については GEM は個人レベル要因との間に交互作用

があるという「割引」仮説が支持され（Fuwa, 2004; Knudsen & Wærness, 2008）、家

事時間については GEM の低さは個人レベルの要因の効果を減らす影響はないという仮説

が支持されている（Knudsen & Wærness, 2008）。 

高齢者についての家事参加の国際比較研究は、ヨーロッパを対象とした Hank & 

Jürges（2007）のみでまだ十分とは言えない。この研究では、家事分担について、

GEM と個人レベルの要因の有意な交互作用が得られず、若い世代の先行研究とは異なる

結果であった。 

 

1.3 本研究の目的と仮説 

本研究では、高齢者を対象に夫婦の家事の絶対量や相対的な家事分担の両方に関する

個人レベルの要因の効果への国のジェンダー平等度の影響を分析する。仮説は次のとおり

である。 

（仮説 1）家事時間については、マクロレベルのジェンダー平等度が個人レベルの要因に

影響しない 

（仮説 2）家事分担については、マクロレベルのジェンダー平等度が低いと個人レベルの

要因を割引く効果がある 

 

第 2 章 方法 

2.1 分析データ 

分析対象は、ISSP が 2012 年に実施した Family & Changing Gender Roles IV（家

庭と男女の役割 Ⅳ）における、39 の国と地域の 50 歳以上の有配偶男性である。 

 



 

２ 

 

 

2.2 分析項目 

従属変数は、男性の家事時間と家事分担、独立変数は相対資源の変数として「相対収

入」、時間的余裕の変数として「夫婦の就業パターン」、ジェンダー・イデオロギーの変数

として「ジェンダー役割分業意識」、そして、家事参加経験への影響があると考えられる

「育児期妻フルタイム」を用いる。 

国レベルのジェンダー平等度の指標としては、世界経済フォーラムによって発表され

ている GGI（ジェンダーギャップ指数）を用いる。 

 

2.3 統計解析法 

階層的線形モデリングソフトウェアプログラム HLM8 を用い、マルチレベルモデルに

よって分析を行う。 

 

第 3 章 結果 

家事時間についての分析では、GGI の直接効果は統計的に有意ではなかった。個人レ

ベルの変数との関係では、育児期の妻のフルタイムとの間にのみ有意な交互作用があった。 

家事分担についての分析では、GGI の有意な直接効果があった。GGI との交互作用効

果がある個人レベルの要因はジェンダー役割分業意識のみであり、相対収入と夫婦の就業

パターンについては有意な効果は得られなかった。 

 

第 4 章 考察 

 家事時間については、マクロレベルのジェンダー平等度が個人レベルの要因に影響しな

いという仮説１は支持された。 

家事分担においては、ジェンダー平等度は、ジェンダー役割分業意識に対しては仮説

２を支持する結果であったが、相対収入と夫婦の就業パターンに対しては統計的に有意な

交互作用効果が得られず、全体として、仮説２は支持されたとはいえない。高齢男性にお

いては、社会のジェンダー平等の文脈の効果が若い世代に比べると弱いと考えられる。そ

の理由としては、出生コホートに関連する高齢男性はどの国でも同じ時期の若年層に比べ

ると、現役世代を男性中心の社会で過ごしてきたために、ジェンダー平等度の文脈に対す

る感度が鈍いということと、年齢に関連する高齢男性は退職などによって大幅に時間的余

裕が増える影響が、国のジェンダー平等の影響度を相殺するくらい強いということが考え

られる。 

本研究にはいくつかの限界がある。第１に使用した調査が高齢者を対象としたもので

はないため、分析数を確保するために年齢対象を 50 代以上に設定したことにあり、定年

退職後の家事参加の要因については明らかになったとはいえない。第２に使用した調査は

横断調査のデータであり、縦断調査の先行研究による高齢男性の退職によって家事を増や

しても妻が退職すると減らすといったメカニズムと国の文脈との関連は分析できなかった。

第３に家事時間や家事分担については日記形式などではなく回答に基づいたデータである

ために、社会的望ましさの影響を受けている可能性があり、そのことが国の文脈の効果の

誤差に影響を与えているかもしれない。 
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